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取組事例の名称 港内啓開業務 

概
要 

対象 航路・泊地の障害物撤去による規定水深の確保 

種別 
■救援    ■機能回復   □新・増設   □復興 

□その他 （                             ） 

規模 啓開海域面積 約60ｈａ 

 

実施会社 ㈱本間組 

実施場所 岩手県 

発注者 国土交通省 東北地方整備局 

1.工事等取組の目的及び概要と採用した技術名称 

目  的：港湾の早期機能回復 

概  要：津波により湾内に広範囲に流出し、海底に飛散した車両や荷役用資機材等の回収作業 

技術名称：Ｄ-ＧＰＳによる船位座標管理とシングルビーム音響測深の連携技術 

 

2．当該技術を採用した理由、当該技術に期待した成果 

当該技術の採用理由： 

・啓開作業は津波発生後、緊急を要し、特殊資機材は調達できないため建設工事で使用される汎用測量機器

を使用しなければならなかったこと。 

・回収作業を迅速に実施するためには、回収作業開始前に海底に散在している撤去対象物の位置の正確な把

握が重要と考えたこと。 

期待した効果： 

・音響測深による探査作業の際にＧＰＳにより回収対象物の座標を記録し、回収作業計画に反映することで

迅速な撤去作業ができること。 

 

（写真、イラスト） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

港内の浮遊物状況 
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取組事例の名称 港内啓開業務 

3.工事等の実施に当たっての課題や留意した事項、苦労した事柄・教訓 

・事前の探査記録により、撤去対象物への作業船の誘導は迅速に実施できたが、潮汐や風浪で移動する木材

等の浮遊物の回収に苦労した（写真-1参照）。 

・車両の回収については、搭乗者の有無を確認しながらの作業であったため時間を要した。 

 

 

 

4.実施後の成果に対する発注者や地元住民等の評価 

・港湾機能の回復は水深の確保や浮遊物の撤去が前提であり、早期に啓開業務に着手出来たことは評価され

た。 

 

 

 

 

 

5.採用した技術に対する改善点、望まれる技術 

・資機材の調達が難しい緊急時には特殊機械よりも調達期間の短い、汎用機の採用が有効であった。 

・本現場の事例ではないが、大深度の海域に沈んだ養殖施設の回収が捗らずお困りの自治体、漁協があっ

た。潮流等の影響を受ける大深度海域から速やかで正確に目的物を撤去する技術が望まれる。 

 

 

 

6.今回の取組を通じ、将来の災害対応の為に準備すべきと感じた事項 

・緊急時の連絡系統の確保が特に重要であった。これについては、国・県・市町村と連携した定期的な訓練

が必要と考える。 
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